
負債の部
科     目

【流動負債】
電子記録債務
買掛金
短期借入金
未払金
未払費用
仮受金
預り金
短期リース債務
未払法人税等
未払消費税
未払事業所税
その他流動負債
流動負債合計

【固定負債】
長期リース債務
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
固定負債合計
負債合計

金     額

28,995,194
8,779,714

300,000,000
118,034,616
17,350,765

116,750
8,865,601

37,257,148
491,700

29,871,500
18,881,800
1,718,000

570,362,788

137,896,420
77,003,520
7,460,000

222,359,940
792,722,728

純資産の部
科     目

【株主資本】
資本金

【資本剰余金】
(その他資本剰余金)

資本剰余金合計
【利益剰余金】

(その他利益剰余金)
繰越利益剰余金
利益剰余金合計

株主資本合計

純資産合計
負債純資産合計

金     額

30,000,000

333,067,809 )(
333,067,809
333,067,809

△17,778,466 )(
△17,778,466
△17,778,466
345,289,343

345,289,343
1,138,012,071

科     目
資産の部

【流動資産】
現金
当座預金
普通預金
売掛金
原材料
仕掛品
貯蔵品
未収入金
仮払金
前払費用
貸倒引当金
流動資産合計

【固定資産】
(有形固定資産)
建物
建物減価償却累計額
構築物
構築物減価償却累計額
機械及び装置
機械装置減価償却累計額
車輌運搬具

工具、器具及び備品

建設仮勘定
その他有形固定資産
その他減価償却累計額
有形固定資産合計

(無形固定資産)
電話加入権
ソフトウエア
無形固定資産合計

(投資その他の資産)
投資有価証券
長期前払費用
出資金
保証金
その他の投資等
投資その他の資産合計

固定資産合計
資産合計

金     額

216,112
3,994,651

389,289,425
148,650,015

7,188,949
8,731,820

23,323,170
18,409,045

196,980
24,033,342
△400,000

623,633,509

36,186,550
△25,877,295

320,000
△2,666

1,423,590,204
△1,166,039,471

18,725,219
△16,462,242

34,722,126
△29,772,173

38,690,839
237,692,425

△80,591,232
471,182,284

1,482,000
9,090,500

10,572,500

18,963,433
11,262,665

20,000
2,365,500

12,180
32,623,778

514,378,562
1,138,012,071

(単位：円)

貸 借 対 照 表

アップティー株式会社

2024年 12月 31日 現在



1. この計算書類は、中小企業の会計に関する指針によって作成しています。

2. 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式… 移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等……… 移動平均法による原価法

（2） 棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料…………………………… 移動平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

仕掛品…………………………… 総平均法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

貯蔵品…………………………… 最終仕入原価法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

（3） 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産…………………… 建物は定額法、建物以外は定率法

(その他有形固定資産を除く) （ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

定額法）

　また、2007年3月31日以前に取得したものについては、償却限度額まで償却が終了した翌年から

5年間で均等償却する方法によっております。

無形固定資産…………………… 定額法

なお、主な償却年数は、次のとおりであります。

ソフトウエア(自社利用分)５年(社内における利用期間)

その他有形固定資産…………… 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（4） 引当金の計上基準

貸倒引当金……………………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については法定繰入率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し回収不能

見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金…………… 役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計上して

おります。

（5） 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

3. 貸借対照表等に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

（1） 当事業年度末日における発行済株式の種類と総数

　普通株式　　60,000株

（2） 配当に関する事項

①　配当金支払額

該当事項はありません。

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度のもの

該当事項はありません。

5. １株当たり情報に関する注記

（1） １株当たり純資産額

（2） １株当たり当期純損失

6. 当期純損失

17,778,466円

個　別　注　記　表

1,238,153,847

296円.31銭

5,754円.82銭


